
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第33号 

答申番号：令和７年度答申第33号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、請求人の子（以下「本件児童」という。）について、次の事情を顧

みずになされた原処分（特別児童扶養手当資格喪失処分）は、違法又は不当であ

ると主張しているものと解される。 

(1) 請求人が特別児童扶養手当（以下「手当」という。）の再認定を受けるため

に提出した特別児童扶養手当認定診断書（以下「本件診断書」という。）によ

り、本件児童の障害の程度は軽いと判断されているのかもしれないが、実際の

生活ではそう簡単なものではない。体質的に鼻血をよく出し、ワーファリンを

服用しているせいで止血にかなり時間がかかる。鼻血のタイミングによって

は、学校に遅刻せざるを得ない場合も多々ある。 

(2) 人や物にぶつかると大きなアザができやすく、必要以上に出血量が多いため、

貧血もある。 

(3) 日常生活に支障がないというのはあくまで一般的な判断であり本件児童に

とっては大きな支障である。 

(4) 身体障害者手帳の障害等級は１級で再認定不要となっている。この先障害が

重くなる可能性があっても軽くなる可能性は極めて低い。 

２ 処分庁の主張の要旨 

  処分庁は、本件診断書に記載されている内容を「特別児童扶養手当等の支給に

関する法律施行令別表第３における障害の認定について」（昭和50年９月５日付

け児発第576号厚生省児童家庭局長通知）の別紙「特別児童扶養手当等の支給に関

する法律施行令別表第３における障害の認定要領」（以下「認定要領」という。）

の別添１「特別児童扶養手当障害程度認定基準」（以下「認定基準」という。）

に照らし、本件児童の障害の程度について「障害非該当」であると認定したもの



である。したがって、原処分に違法又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 原処分は、本件診断書に基づき、処分庁の嘱託医師（以下「嘱託医」という。）

の審査判定を得て総合的に判断した上で行われており、法令等の規定に従って

適正に行われたものであるから、違法又は不当な点は認められない。 

２ 本件診断書の内容を本件児童に適用させるべき認定基準に照らすと、本件児

童は、認定基準第10節の２(7)で定める異常検査所見のうち、「オ 心電図で明

らかな右室肥大、左室肥大または両室肥大所見があるもの」に該当しているも

のの、一般状態区分は「Ⅱ 軽度の症状があり、強い運動は制限を受けるが、

歩行、軽い運動や座業はできるもの」であり、同(8)の一般状態区分表のイ又は

アに該当しないことから、同(9)の「(7)のいずれか１つ以上の異常検査所見が

あり、かつ、一般状態区分表のイ又はアに該当するもの」とは認められない。 

３ 請求人は、本件児童について、前記第２の１(1)から(4)までに掲げる事情を

顧みずになされた原処分は、違法又は不当であると主張しているものと解され

るが、いずれも当該判断を覆す事情とまでは認められない。 

４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張はいずれも理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和８年１月19日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条第

１項の規定に基づく諮問を受け、同月26日の審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

手当は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、障害児（20歳未満

であって、障害の程度に応じて重度のものから１級及び２級とする障害等級に該

当する程度の障害の状態にある者）を監護する父母等に対して支給するものとさ

れ、手当の支給を受けようとする者は、その受給資格及び手当の額について、都

道府県知事（地方自治法第252条の19第１項の指定都市の区域内に住所を有する

者については、当該指定都市の長）の認定を受けなければならないとされている。

障害等級の各級の障害の状態は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

（以下「政令」という。）別表第３に定められており、障害等級の２級について

みると、「日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加え



ることを必要とする程度」であるとされている。 

そして、手当の支給に係る心疾患の障害の程度は、認定基準によれば、呼吸困

難、心悸
き

亢
こう

進、尿量減少、夜間多尿、チアノーゼ、浮腫等の臨床症状、Ｘ線、心

電図等の検査成績、一般状態、治療及び病状の経過等により、総合的に認定する

ものとされ、認定基準第10節の２(7)のいずれか１つの異常検査所見があり、かつ、

同(8)の一般状態区分表のイ又はアに該当するものを障害等級２級と認定するこ

ととされている。具体的には、特別児童扶養手当認定診断書に基づいて嘱託医が

行った障害判定結果を受けて、処分庁が行うこととなる。 

そこで本件診断書をみると、本件児童の障害の原因となった傷病は「完全型心

内膜床欠損症」で、安静時心電図の所見では右室肥大があるとされているものの、

一般状態区分は「Ⅱ 軽度の症状があり、強い運動は制限を受けるが、歩行、軽

い運動や座業はできるもの」とされている。そうすると、本件児童は、認定基準

第10節の２(7)の異常検査所見が一つ認められるものの、「一般状態区分表のイ又

はアに該当するもの」に該当しないのであるから、本件児童について、心疾患に

よる障害の程度が２級に該当するとまではいえないとした嘱託医の判定と、当該

判定を受けて原処分を行った処分庁の判断には、いずれも違法又は不当な点は認

められない。 

なお、請求人は前記第２の１(1)から(4)に掲げる事情を顧みずになされた原処

分は違法又は不当であると主張しているものと解される。しかしながら、本件児

童は、日常生活又は社会生活に一定の制限を受けていることが認められるものの、

前記のとおり、政令別表第３に定める障害等級２級の状態とまではいえないので

あるから、請求人の主張を採用することはできない。 

したがって、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められず、

審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請求は棄

却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、これを是

認するものである。 
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